
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
未払法人税等
未払消費税
前受収益
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
負債合計

金     額
】【 84,659,519

65,110,883
3,787,429
1,069,500
11,147,400
1,039,300
2,505,007

】【 5,612,961
5,612,961
90,272,480

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
175,910,174】【
100,000,000 )(
100,000,000
113,380,872 )(
67,500,000
45,880,872

△37,470,698 )(
△37,470,698 )(
△37,470,698
175,910,174
266,182,654

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
資産合計

金     額
225,323,654】【
114,485,122
108,147,819

93,859
316,762
800,000

1,480,092
40,859,000】【
20,249,741 )(
8,155,396
9,565,755
271,288
479,688

1,427,246
350,368
196,772 )(
168,000
28,772

20,412,487 )(
10,000

8,957,033
61,630

3,540,407
7,843,417

266,182,654

(単位：円)

第22期 貸借対照表

株式会社東京海上日動パートナーズ北海道

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズ北海道

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品     先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産  定率法。
    ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）
    ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物に
    ついては、定額法。
   無形固定資産  定額法。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   10,794,486円

【株主資本等変動計算書による関する注記】
  年度末における発行済みの株式数
   当期末の発行済み株式は、普通株式3,050株です。

【資産除去債務に関する注記】
  当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における
  原状回復に係る債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務
  に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産
  除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去
  債務を計上していません。

第2 2期個別注記表
自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
負債合計

金     額
】【 190,373,378

147,392,563
7,791,471

705,024
9,825,100
24,572,900

86,320
】【 13,608,960

12,433,920
1,175,040

203,982,338

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債純資産合計

金     額
427,755,683】【
100,000,000 )(
100,000,000
233,997,053 )(
62,500,000
171,497,053
93,758,630 )(
93,758,630 )(
93,758,630
427,755,683
631,738,021

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
資産合計

金     額
538,679,550】【
325,177,857
209,270,145

8,820
687,791
840,000

2,694,937
93,058,471】【
39,877,663 )(
6,917,514
16,627,948
1,285,695
3,312,870
6,890,586
1,795,200
3,047,850
564,716 )(
511,526
53,190

52,616,092 )(
30,000

19,769,025
1,117,260
4,487,989
27,211,818
631,738,021

(単位：円)

第20期 貸借対照表

株式会社東京海上日動パートナーズ東北

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズ東北

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品       先入先出法による原価法。
２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産    定率法。
   （リース資産を除く） 
         ただし、平成10年4月1日以降に取得した 建物（建物附属設備を除く）
         ならびに、平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
         ついては、定額法。
   無形固定資産    定額法。
   リース資産     所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中
             のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
             する定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   69,472,601円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
   年度末日における発行済み株式数
    当期末の発行済株式は、普通株式23,990株です。

【資産除去債務に関する注記】
   当社は、本店及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状
   回復に係る債務を有していますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、
   将来本店及び各営業拠点を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積る
   ことができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）
第2 0期個別注記表



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
預り敷金
負債合計

金     額
】【 311,464,065

248,136,595
13,071,427
5,461,344
12,270,600
30,962,000
1,562,099

】【 24,413,155
15,571,688
7,281,792
1,559,675

335,877,220

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
500,570,414】【
100,000,000 )(
100,000,000
392,279,131 )(
10,000,000
382,279,131
8,291,283 )(
8,291,283 )(
8,291,283

500,570,414
836,447,634

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
資産合計

金     額
690,208,129】【
349,234,319
334,398,382

99,105
838,166

1,700,000
3,938,157

146,239,505】【
68,239,177 )(
4,488,042
41,933,246

388,522
583,570

7,955,010
10,956,400
1,934,387
426,260 )(
354,696
71,564

77,574,068 )(
10,000

46,754,490
548,730

1,383,184
4,841,829
24,035,835
836,447,634

(単位：円)

第24期 貸借対照表

株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズＥＡＳＴ

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品       先入先出法による原価法。
２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産    定率法。
   （リース資産を除く） 
         ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
         ならびに平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
         ついては、定額法。
   無形固定資産    定額法。
   リース資産     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」の
             中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
             零とする定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   73,400,915円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
   年度末日における発行済み株式数
    当期末の発行済株式は、普通株式 3,300 株です。

【資産除去債務に関する注記】
   当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に
   係る債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の
   使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もること
   ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）
第2 4期個別注記表



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
負債の部合計

金     額
】【 387,760,511

296,030,024
16,880,459
3,361,068
15,849,300
55,547,100

92,560
】【 23,721,968

22,693,700
1,028,268

411,482,479

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
891,270,936】【
100,000,000 )(
100,000,000
625,157,035 )(
100,000,000
525,157,035
166,113,901 )(
166,113,901 )(
166,113,901
891,270,936

1,302,753,415

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
資産の部合計

金     額
1,125,815,957】【
659,165,027
456,709,502

13,794
1,253,954
3,550,000
5,123,680

176,937,458】【
51,019,304 )(
5,097,976
33,499,831

218,782
1,084,255
6,204,189
3,729,200
1,185,071
678,361 )(
575,852
102,509

125,239,793 )(
70,000

72,103,809
420,430

5,892,571
46,752,983

1,302,753,415

(単位：円)

第21期 貸借対照表

株式会社東海日動パートナーズ東海北陸

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東海日動パートナーズ東海北陸

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品        先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産     定率法。
   （リース資産を除く）  ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
               ならびに平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備及び
               構築物については、定額法。
   無形固定資産     定額法。
   リース資産      所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の
              リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
              定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   86,170,819円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
   年度末日における発行済み株式数
    当期末の発行済株式は、普通株式 9,500株です。

【資産除去債務に関する注記】
   当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に
   係る債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の
   使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もること
   ができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

第2 1期個別注記表
自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
負債合計

金     額
】【 257,848,964

191,287,973
10,127,790
8,722,704
14,098,900
32,821,800

789,797
】【 30,809,207

14,786,929
16,022,278
288,658,171

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
726,877,939】【
100,000,000 )(
100,000,000
540,952,640 )(
100,000,000
440,952,640
85,925,299 )(
85,925,299 )(
85,925,299
726,877,939

1,015,536,110

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産

資産合計

金     額
820,542,702】【
519,822,723
293,932,798

57,043
803,795

2,274,240
3,652,103

194,993,408】【
97,508,513 )(
13,719,217
53,496,840

2
5,400,490
22,379,968
2,511,996
148,333 )(
85,715
62,618

97,336,562 )(
10,000

53,544,875
99,938

8,299,770
35,381,979

1,015,536,110

(単位：円)

第22期 貸借対照表

株式会社東京海上日動パートナーズかんさい

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズかんさい

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
    貯蔵品         先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産     定率法。
   （リース資産を除く）   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
               ならびに平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備については、
               定額法。
    無形固定資産     定額法。
   リース資産      所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の
               リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
               定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
  消費税等の会計処理
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   93,641,698円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
   年度末日における発行済み株式数
   当期末の発行済株式は、普通株式11,350株です。

【資産除去債務に関する注記】
   当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に
   係る債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する 賃借資産の
        使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが
  できません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

第2 2期個別注記表
自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）



負債の部
科     目

【流動負債】
1年以内返済長期借入金
未払金
預り金
短期リース債務
賞与引当金
未払法人税等
未払消費税
資産除去債務
預り保険料

【固定負債】
長期借入金
長期未払金
長期リース債務
預り敷金
負債合計

金     額
】【 354,699,481

10,000,000
156,604,660
8,642,649
11,616,912
118,693,000
13,238,900
31,920,200
3,860,000

123,160
】【 146,475,546

92,400,000
17,065,137
36,331,820

678,589
501,175,027

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
525,566,965】【
100,000,000 )(
100,000,000
283,296,261 )(
15,000,000
268,296,261
142,270,704 )(
142,270,704 )(
142,270,704
525,566,965

1,026,741,992

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
のれん
ソフトウェア

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産

資産合計

金     額
689,820,727】【
426,402,965
257,974,831

33,926
926,835

1,054,400
3,427,770

336,921,265】【
92,022,161 )(
5,324,529
28,352,544

4,174
2,288,111
9,494,673
44,061,046
2,497,084

100,938,931 )(
784,318

100,089,820
64,793

143,960,173 )(
56,471,127

256,590
4,758,515
82,473,941

1,026,741,992

(単位：円)

第22期 貸借対照表

株式会社東京海上日動パートナーズ中国四国

令和  4年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズ中国四国

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品        先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産 定率法。
   （リース資産を除く） ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
              ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
                      ついては、定額法。
        無形固定資産 定額法。
   リース資産     所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の
                       リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
             定額法を採用。

３．引当金の計上基準
  （1）賞与引当金
     従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

５．当期純利益額
    2,547,780円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
 年度末日における発行済み株式数
 当期末の発行済株式は、普通株式3,600株です。

【資産除去債務に関する注記】
  当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る
  債務を有しています。このうち、丸⻲支社、観⾳寺支社につき、来期の移転が確定したことから、
  原状回復費用の見積額3,860,000円を資産除去債務として計上しています。これにより、当期の営業
  利益及び経常利益、税引前当期純利益はいずれも2,023,340円減少しています。  
  本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転
  する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務
  に見合う資産除去債務を計上していません。

第2 2期個別注記表
自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）



負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
資産除去債務
預り保険料

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
負債合計

金     額
】【 250,043,945

200,714,653
11,091,641

712,536
8,902,600
27,676,300

850,000
96,215

】【 16,962,571
13,459,269
3,503,302

267,006,516

純資産の部
科     目

【株主資本】
(資本金)
資本金

(資本剰余金)
資本準備金
その他資本剰余金

(利益剰余金)
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
純資産合計
負債及び純資産合計

金     額
581,030,739】【
100,000,000 )(
100,000,000
325,206,391 )(
100,000,000
225,206,391
155,824,348 )(
155,824,348 )(
155,824,348
581,030,739
848,037,255

科     目
資産の部

【流動資産】
現金及び預金
売掛金
立替金
前払費用
未収入金
貯蔵品

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア

(投資その他の資産)
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産

資産合計

金     額
688,402,930】【
405,272,587
276,799,219

94,432
732,395

2,470,000
3,034,297

159,634,325】【
70,807,813 )(
17,027,360
41,787,923
1,813,019
5,088,461
3,778,600
1,312,450
1,038,197 )(
377,512
660,685

87,788,315 )(
61,144,827

276,480
4,359,754
22,007,254

848,037,255

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社東京海上日動パートナーズ九州

2022年  3月 31日 （当期会計期間末）



株式会社東京海上日動パートナーズ九州

【重要な会計方針に関する注記】
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
   貯蔵品      先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法
   有形固定資産   定率法。
                         ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
              ならびに平成28年４月1日以降に取得した建物附属設備については、
            定額法。
   無形固定資産   定額法。
   リース資産    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の
            リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
            定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
   消費税等の会計処理
    消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額
   56,100,898円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
  年度末日における発行済み株式数
   当期末の発行済株式は、普通株式5,900株です。

【資産除去債務に関する注記】
  当社は、本社及び各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に
  係る債務を有しています。
  このうち、中津支社につき、来期の移転が確定したことから、原状回復費用の見積額850,000円を
  資産除去債務として計上しています。これにより、当期の営業利益及び経常利益は42,500円減少し、
  税引前当期純利益は793,333円減少しています。
  本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、
  将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、
  当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

第2 0期個別注記表
自 令和 4年 1月 1日 至 令和 4年 3月 31日（当期累計期間）


